
  札幌中央労働基準監督署 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 労働安全衛生法では、事業場を一つの適用単位として、各事業場の業種、

規模等に応じて、総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者、産業医

及び安全衛生推進者等の選任を義務づけています。 

◎ 総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者、産業医及び安全衛生推進

者等の選任は、その選任すべき事由が発生した日から１４日以内に選任し

する必要があります。 

◎ 安全衛生推進者等やガイドラインに基づく安全推進者は選任後、氏名を作

業場の見えやすい箇所に掲示する等により関係労働者に周知する必要があ

ります。 
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総括安全衛生管理者 

〔労働安全衛生法第 10 条（労働安全衛生法施行令第 2条、労働安全衛生規則第 2条等）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 労働安全衛生法第 10 条では、一定の規模以上の事業場について、事業を実質的

に統括管理する者を｢統括安全衛生管理者｣として選任し、その者に安全管理者、衛

生管理者を指揮させるとともに、労働者の危険または健康障害を防止するための措

置等の業務を統括管理させることとなっています。 

 

 

 

 

 

 統括安全衛生管理者を選任しなければならない事業場は、次のとおりです。 

 

業    種 事業場の規模(常時使用する労働者数) 

林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業 100人以上 

製造業(物の加工業を含む｡)、電気業、ガス業、熱供

給業、水道業、通信業、各種商品卸売業、家具･建

具･じゅう器等卸売業、各種商品小売業、家具・建具・

じゅう器小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業、

自動車整備業及び機械修理業 

300人以上 

その他の業種 1,000人以上 

 

(注)例えば、 

 製造業の本社等で製造等を行わず、いわゆる本社機能のみを有する事業場は、

｢その他の業種｣に含まれます(以下、すべての項目において同じ｡)｡ 

 

 

 

 

 

 

１ 総括安全衛生管理者とは 

２ 総括安全衛生管理者の選任 
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 当該事業場において、その事業の実施を実質的統括管理する権限及び責任を有す

る者(工場長など) 

 

 

 

 安全管理者、衛生管理者などに指揮するとともに、次の業務を統括管理することと

されています。 

① 労働者の危険または健康障害を防止するための措置に関すること 
② 労働者の安全または衛生のための教育の実施に関すること 
③ 健康診断の実施その他健康の保持増進のための措置に関すること 
④ 労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること 
⑤ その他労働災害を防止するため必要な業務 
(ア) 安全衛生に関する方針の表明に関すること 
(イ) 危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置に関すること 
(ウ) 安全衛生計画の作成、実施、評価及び改善に関すること 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 選任する者の資格要件 

４ 総括安全衛生管理者の職務 
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安全管理者 
〔労働安全衛生法第 11 条(労働安全衛生法施行令第 3条、労働安全衛生規則第 4条等〕 

 

 

 

 

 

 

 

 労働安全衛生法第 11 条では、一定の業種及び規模の事業場ごとに「安全管理者」

を選任し、その者に安全衛生業務のうち、安全に係る技術的事項を管理させることと

なっています。 

 

 

 

 

 安全管理者を選任しなければならない事業場は、次のとおりです。 

 

 また、次に該当する事業場にあっては、安全管理者のうち 1人を専任の安全管理

者とすることとなっています。  

 

業    種 事業場の規模(常時使用する労働者数) 

林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業、製造業

(物の加工業を含む。)、電気業、ガス業、熱供給

業、水道業、通信業、各種商品卸売業、家具・建

具・じゅう器等卸売業、各種商品小売業、家具・

建具・じゅう器小売業、燃料小売業、旅館業、ゴ

ルフ場業、自動車整備業及び機械修理業 

50 人以上 

業    種 事業場の規模(常時使用する労働者数) 

建設業、有機化学工業製品製造業、石油製品

製造業 
300 人 

無機化学工業製品製造業、化学肥料製造業、

道路貨物運送業、港湾運送業 
500 人 

紙・パルプ製造業、鉄鋼業、造船業 1,000 人 

上記以外の業種 2,000 人 

１ 安全管理者とは 

２ 安全管理者の選任 
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① 厚生労働大臣の定める研修を修了した者で、次のいずれかに該当する者 
(ア) 大学又は高専の理科系の課程を卒業し、その後 2年以上産業安全の実務を経
験した者 

(イ) 高等学校等の理科系の課程を卒業し、その後 4年以上産業安全の実務を経験
した者 

(ウ) その他厚生労働大臣が定める者 
(理科系統以外の大学を卒業後 4年以上、同高等学校を卒業後 6年以上産業

安全の実務を経験した者、7 年以上産業安全の実務を経験した者等) 

② 労働安全コンサルタント 
③ 安全管理者として選任され、かつ、労働基準監督署に選任報告が提出された者
で、その職務を行った経験年数が平成１８年１０月１日までに通算２年以上である

者（経過措置） 

 

 

(1) 安全管理者は、主に次の業務を行うこととなっています。 

①   建設物、設備、作業場所または作業方法に危険がある場合における応急措置
または適当な防止の措置 

②  安全装置、保護具その他危険防止のための設備・器具の定期的点検 
③  作業の安全についての教育及び訓練 
④  発生した災害原因の調査及び対策の検討 
⑤  消防及び避難の訓練 
⑥  作業主任者その他安全に関する補助者の監督 
⑦  安全に関する資料の作成、収集及び重要事項の記録 
  など。 

 

(2) 巡視 

 作業場等を巡視し、設備、作業方法等に危険のおそれがあるときは、直ちに、その

危険を防止するため必要な措置を講じなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 選任する者の資格要件 

４ 安全管理者の職務 
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衛生管理者 
〔労働安全衛生法第 12 条(労働安全衛生法施行令第 4条、労働安全衛生規則第 7条)〕 

 

 

 

 

 

 

 

 労働安全衛生法第 12 条では、一定の規模及び業種の区分に応じ「衛生管理者」を

選任し、その者に安全衛生業務のうち、衛生に係る技術的事項を管理させることとな

っています。 

 

 

 

 

 常時 50 人以上の労働者を使用するすべての事業場で選任することとなっていま

す。 

 ただし、事業場の規模ごとに選任しなければならない衛生管理者の数は、次のとお

りです。 

 

 

 また、次に該当する事業場にあっては、衛生管理者のうち 1人を専任の衛生管理

者とすることとなっています。 

① 業種にかかわらず常時 1,000 人を超える労働者を使用する事業場 
②  常時 500 人を超える労働者を使用する事業場で、坑内労働または一定の有害な
業務に常時 30 人以上の労働者を従事させるもの 

 なお、常時 500 人を超える労働者を使用する事業場で、エックス線等の有害放

射線にさらされる業務や鉛等の有害物を発散する場所における業務などに常時

30 人以上の労働者を従事させる場合は、衛生管理者のうち 1人を衛生工学衛生

管理者免許を受けた者のうちから選任することとなっています。 

 

事業場の規模(常時使用する労働者数)  衛生管理者の数 

50 人～200 人 

201 人～500 人 

501 人～1,000 人 

1,001 人～2,000 人 

2,001 人～3,000 人 

3,001 人以上 

1 人 

2 人 

3 人 

4 人 

5 人 

6 人 

１ 衛生管理者 

２ 衛生管理者の選任 
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事業場の業種ごとに選任しなければならない免許等保有者は、次のとおりです。 

 

※免許を受けることができる者 

○ 衛生管理者(第一種・第二種) 

・  衛生管理者免許試験(第一

種・第二種)に合格した者 

・  保健師、薬剤師など 

○衛生工学衛生管理者 

・  大学または高等専門学校において、工

学または理学に関する課程を修めて卒業

した者等で、一定の講習を修了した者など 

 

 

 

(1) 衛生管理者は、主に次の業務を行うこととなっています。 
①  健康に異常のある者の発見及び措置 
②  作業環境の衛生上の調査 
③  作業条件、施設等の衛生上の改善 
④  労働衛生保護具、救急用具等の点検及び
整備 

⑤  衛生教育、健康相談その他労働者の健康
保持に必要な事項 

⑥  労働者の負傷及び疾病、それによる死
亡、欠勤及び移動に関する統計の作成 

⑦  衛生日誌の記載等職務上の記録の整備 
など。 

  

(2)定期巡視 

 少なくとも毎週 1回作業場を巡視し、設備、作

業方法または衛生状態に有害のおそれがあると

きに、直ちに、労働者の健康障害を防止するため

必要な措置を講じなければなりません。 

 

業    種 免許等保持者 

農林畜水産業、鉱業、建設業、製造業(物の加

工業を含む。)、電気業、ガス業、水道業、熱供

給業、運送業、自動車整備業、機械修理業、

医療業及び清掃業 

第一種衛生管理者免許もしくは衛生工

学衛生管理者免許を有する者または

医師、歯科医師、労働衛生コンサルタ

ントなど 

その他の業種 

第一種衛生管理者免許、第二種衛生

管理者免許もしくは衛生工学衛生管理

者免許を有する者または医師、歯科医

師、労働衛生コンサルタントなど 

３ 選任する者の資格要件 

４ 衛生管理者の職務 
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産業医 
〔労働安全衛生法第 13 条(労働安全衛生法施行令第 5条、労働安全衛生規則第 13 条等)〕 

 

 

 

 

 

 

 

 労働安全衛生法第 13 条では、一定規模以上の事業場について、一定の医師のう

ちから「産業医」を選任し、専門家として労働者の健康管理等に当たらせることとなっ

ています。 

 

 

 

 

 常時 50 人以上の労働者を使用するすべての事業場で選任することとなっていま

す。 

 ただし、常時 3,000 人を超える労働者を使用する事業場では、2 人以上の産業医を

選任することとなっています。 

 なお、次に該当する事業場にあっては、専属の産業医を選任することとなっていま

す。 

① 常時 1,000 人以上の労働者を使用する事業場 
② 一定の有害な業務に常時 500 人以上の労働者を従事させる事業場 
 

 

 

 

 医師※であって、次のいずれかの要件を備えた者 

①  厚生労働大臣の指定する者（日本医師会、産業医科大学）が行う研修を修了した者  
②  産業医の養成課程を設置している産業医科大学その他の大学で、厚生労働大臣
が指定するものにおいて当該過程を修めて卒業し、その大学が行う実習を履修した

者  

③  労働衛生コンサルタント試験に合格した者で、その試験区分が保健衛生である者  
④  大学において労働衛生に関する科目を担当する教授、准教授、常勤講師の職にあ
る者又はこれらの経験者 

 

※  当該事業を運営する法人の代表者、法人以外が運営する場合はその事業を営む

個人、及び当該事業場で事業の実施を統括管理する者を除く。 

１ 産業医 

２ 産業医の選任 

３ 選任すべき者の資格要件 
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(1) 産業医は、主に次の事項を行うこととされています。 

①  健康診断、面接指導等の実施及びその結果に基づく労働者の健康を保持
するための措置、作業環境の維持管理、作業の管理等労働者の健康管理に

関すること 

②  健康教育、健康相談その他労働者の健康の保持増進を図るための措置に
関すること 

③  労働衛生教育に関すること 
④  労働者の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること 
 

(2) 勧告等 
 労働者の健康を確保するため必要があると認めるときは、事業者に対し、労働

者の健康管理等について必要な勧告をすることができます。 

 また、労働者の健康障害の防止に関して、総括安全衛生管理者に対する勧告

または衛生管理者に対する指導、助言をすることができます。 

 

(3) 定期巡視 
 少なくとも毎月 1回※作業場を巡視し、作業方法または衛生状態に有害のおそ

れがあるときに、直ちに、労働者の健康障害を防止するため必要な措置を講じな

ければなりません。 

 

※  以下の情報等が事業者から産業医に毎月 1回以上提供される場合であって、

産業医の意見に基づき安全衛生委員会等における審議結果を踏まえ、事業者

の同意を経た場合は、２月に１回とすることができます。 

①  時間外・休日労働時間が月 100 時間を超えた労働者の氏名及びその労働
時間数 

②  長時間労働者に対する面接指導制度の対象となった労働者の氏名及びそ
の労働時間数 

③  新規に採用される予定の化学物質・設備名及びこれらに係る作業条件・業
務内容 

④  労働者の休業状況 
⑤  衛生管理者が行う巡視の結果 
⑥  その他事業場の実情に応じた必要な情報 
 

 

 

 

 

 

 

 

４ 産業医の職務 
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安全衛生推進者等 
〔労働安全衛生法第 12 条の 2(労働安全衛生規則第 12 条の 2等)〕 

 

 

 

 

 

 

 

 労働安全衛生法第 12 条の 2 では、一定規模及び業種の区分に応じ「安全衛生推

進者」又は「衛生推進者」を選任し、その者に労働者の危険または健康障害を防止す

るための措置等の業務（衛生推進者にあっては衛生に係る業務に限る。）を担当させ

ることとなっています。 

  

 

 

 

 

 常時 10 人以上 50 人未満の労働者を使用する事業場であって、事業場の業種ごと

に選任しなければならない推進者は、次のとおりです。 

 

※  安全衛生推進者等を選任した際には、作業場の見やすい箇所に氏名を掲示す

る等により関係労働者に周知することとなっています。 

 

 

 

 

業    種 選任すべき推進者 

林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業、製造業(物

の加工業を含む。)、電気業、ガス業、熱供給業、水

道業、通信業、各種商品卸売業、家具・建具・じゅう

器等卸売業、各種商品小売業、家具・建具・じゅう

器小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業、自動

車整備業及び機械修理業 

安全衛生推進者 

その他の業種 衛生推進者 

１ 安全衛生推進者等… 

２ 安全衛生推進者等の選任について 
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 次のいずれかに該当する者 

①  安全衛生推進者養成講習（衛生推進者にあっては、衛生推進者養成講習）修
了者 

②  大学又は高専を卒業した者で、その後1年以上安全衛生の実務（衛生推進者に
あっては、衛生の実務。以下同じ）に従事した経験を有する者 

③  高等学校を卒業した者で、その後3年以上安全衛生の実務に従事した経験を有
する者  

④  5年以上安全衛生の実務に従事した経験を有する者 
⑤  厚生労働省労働基準局長が上記に掲げる者と同等以上の能力を有すると認め
る者 

(ア)  安全管理者の資格及び衛生管理者の資格を有する者 
(イ)  安全管理者の資格を有する者で、当該資格を取得した後1年以上衛生の
実務に従事した経験を有する者 

(ウ)  衛生管理者の資格を有する者で、当該資格を取得した後1年以上安全の
実務に従事した経験を有する者 

(エ)  作業主任者の資格を有する者で、当該資格を取得した後1年以上安全衛
生の実務に従事した経験を有する者  

(オ)  元方安全衛生管理者の資格を有する者 
     など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 安全衛生推進者は、主に次の事項（衛生推進者にあっては、衛生に係る事項に限

る。）を行うこととされています。 

①  施設、設備等(安全装置、労働衛生関係設備、保護具等を含む。)の点検及び

使用状況の確認並びにこれらの結果に基づく必要な措置に関すること 

②  作業環境の点検(作業環境測定を含む。)及び作業方法の点検並びにこれらの

結果に基づく必要な措置に関すること 

③  健康診断及び健康の保持増進のための措置に関すること 

④  安全衛生教育に関すること 

⑤  異常な事態における応急措置に関すること 

⑥  労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること 

⑦  安全衛生情報の収集及び労働災害、疾病・休業等の統計の作成に関すること 

⑧  関係行政機関に対する安全衛生に係る各種報告、届出等に関すること 

４ 安全衛生推進者等の職務 

３ 選任すべき者の資格要件 

｢安全衛生の実務｣とは、必ずしも事業場内の安全衛生関係の部署における安全

衛生業務に限定するものではなく、生産ライン、事務所等において管理又は監督

的立場にある者が業務の遂行に伴い、危険個所の改善、労働者の健康状態の確

認等安全衛生上の配慮を行うこと、健康診断、安全衛生教育等の安全衛生に係る

業務（｢衛生の実務｣にあっては、衛生に係る業務）を行うこと等も含まれます。 
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ガイドラインに基づく安全推進者 
〔労働安全衛生法施行令第 2条第 3号に掲げる業種における安全推進者の配置等に係るガイド

ライン（平成 26 年 3 月 28 日付け基発 0328 第 6 号）〕 

 

 

 

 

 

 

 安全管理者及び安全衛生推進者の選任義務のない業種に属する事業場におい

て、「安全推進者」を選任することにより、事業場の安全管理体制を充実し、労働災害

防止活動の実効を高め、労働災害の減少に資することを目的としたガイドラインに基

づくものです。 

 

 

 

 

 

 

 安全管理者及び安全衛生推進者の選任義務のない業種(P4 及び P10 参照)で常時

10 人以上の労働者を使用する事業場を対象としています。 

なお、以下の業種については、特に重点的に安全推進者を選任することとなってい

ます。 

①  小売業(各種商品小売業、家具・建具・じゅう器小売業、燃料小売業を除く。) 

②  社会福祉施設 

③  飲食店 

 

原則として 1名以上選任しますが、安全推進者の職務を遂行しうる範囲内におい

て、一定区域内の複数の事業場で 1名の安全推進者を選任することとしても差し支

えありません 

 

 

※  安全推進者を選任した際には、作業場の見やすい箇所に氏名を掲示する等によ

り関係労働者に周知することとなっています。 

 

 

 

 

 

 

１ 安全推進者… 

２ 安全推進者の選任について 
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 常時使用する労働者の規模等により、次のとおりです。 

 

 なお、事業者は、安全推進者の活動を実効あるものとするために、安全推進者に対

して必要な権限を与えるとともに、知識の付与や能力の向上にも配意してください。 

 

 

 

 

 

 安全推進者は、事業の実施を総括管理する者を補佐して、次の事項を行うこととさ

れています。 

①  職場環境及び作業方法の改善に関すること 

（例：職場内の整理整頓（４Ｓ活動）の推進、床の凹凸面の解消等職場内の危険

個所の改善、刃物や台車等道具の安全な使用に関するマニュアルの整備 等） 

②  労働者の安全意識の啓発及び安全教育に関すること 

（例：朝礼等の場を活用した労働災害防止に係る意義の周知・啓発、荷物の運搬

等の作業に係る安全な作業手順についての教育・研修の実施 等） 

③  関係行政機関に対する安全に係る各種報告、届出等に関すること 

（例：労働災害を発生させた場合における労働者死傷病報告の作成及び労働基

準監督署長への提出 等） 

 

  

事業場の規模(常時使用する労働者数) 等 選任すべき者の資格要件 

１０人以上 

 職場内の整理整頓（４Ｓ活動）、交通事

故防止等、業種の別に関わりなく事業所

場内で一般的に取り組まれている安全活

動に従事した経験を有する者 

５０人を超える 

又は 

労働災害を繰り返し発生させた事業場 

以下の者を配置するのが望ましい。 

① 安全衛生推進者の資格(P11 参照)を

有する者 

② ①と同等以上の能力を有すると認め

られる者（労働安全コンサルタントの資

格を有する者、安全コンサルタントの資

格を有する者、安全管理士の資格を有

する者又は安全管理者の資格(P5 参照)

を有する者） 

４ 安全推進者等の職務 

３ 選任すべき者の資格要件 
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総括安全衛生管理者・安全管理者・

衛生管理者・産業医選任報告 

〔労働安全衛生法第 10 条(労働安全衛生規則第２条)、労働安全衛生法第 11 条(労働安全

衛生規則第４条)、労働安全衛生法第 12 条(労働安全衛生規則第７条)、労働安全衛生法第

13 条(労働安全衛生規則第 13 条)〕 

 

 

 

 

 

 当該管理者、産業医を選任した事業者。 

 

 

 所轄の労働基準監督署長 

 

 

当該管理者、産業医を選任後、遅滞なく提出する。なお、選任は、選任すべき事由

が発生した日から 14 日以内に行わなければならない。 

 

 

「総括安全衛生管理者・安全管理者・衛生管理者・産業医選任報告」（様式３号）の

報告様式は、厚生労働省のホームページからダウンロードできます。 

 

 

安全管理者については、安全管理者選任時研修修了証の写し又は労働安全コンサ

ルタント等であることを証する書面の写し。 

衛生管理者については、衛生管理者免許証の写し又は医師・歯科医師・労働衛生

コンサルタント等であることを証する書面の写し。 

産業医については、医師免許証の写し及び認定産業医研修の修了証の写し等。 

 

１ 報告義務者… 

２ 報告先… 

３ 提出期限… 

４ 報告様式… 

５ 添付書類… 
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お問い合わせは、 

札幌中央労働基準監督署  

安全衛生課 

０１１－７３７－１１９２ まで 

R４．５ 


